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自己紹介
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01 自己紹介

好きなもの

フェス、キャンプ、バーベキュー

経 歴

・出身地 南空知美唄市

・出身大学 北星学園大学文学部

社会福祉学科心理学コース

・就職 地方の社会福祉協議会

・介護保険開始時ケアマネジャー取得

札幌市在宅福祉サービス協会 4



01 自己紹介

資格など

・ワークサポートケアマネジャー

（日本介護支援専門員協会）

・主任介護支援専門員

・日本ケアマネ学会 認定ケアマネジャー

・社会福祉士・成年後見人ぱあとなあ登録

・北海道ケアラー推進センター

地域アドバイザー登録
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01 自己紹介

株式会社 NexD

・訪問看護・リハビリ

ご近助ナースリハビリステーション札幌

・居宅支援事業所

ご近助テラス札幌

・福祉用具購入・貸与事業所

ご近助デイズ札幌
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介護離職予防・仕事と介護の両立支援

02 7

（出所）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」、総務省統計局「就 業構造
基本調査（平成24年、平成29年）」、厚生労働省「雇用動向調査（平成25年～令和3年）」
※1 2012年及び2017年の家族介護者・ビジネスケアラーの数は就業構造基本調査結果より※2 2012～2020年の介護
離職者数は雇用動向調査結果より※3 就業構造基本調査における有業者のうち「仕事が主な者」をビジネスケアラーとして定義している。
有業者全体（仕事は従な者を含む）まで広げた場合には、2030年時点で438万人と推計される。今後、女性の社会進出や高齢者の雇用促
進等に伴い、数値はさらに上振れする可能性もある。※4 介護離職者数の将来推計は、厚生労働省「雇用動向調査（平成29年～令和3年）
」をもとに算出したものであり、将来的な施策効果等は加味していない。その他の推計値は、各調査における年齢階層別人数割合と将来推
計人口の掛け合わせにより算出。

（出所）経済産業省「2022 年経済産業省企業活動基本調査速報（2021年度実績）調査 結果の概

要」、産労総合研究所「教育研修費の実態調査における2017～2021年の一人あたり 研修費（5

年平均）」、株式会社リクルートキャリア就職みらい研究所「就職白書2020」より日本 総研作成
※5 ビジネスケアラーの生産性損失は、経済産業省委託調査（日本総研）「介護をしながら働いている方に向

けたWEBアンケート調査」（n=2,100）の結果を基に算出（＝約27.5%）※6 介護離職者の勤続年数は、 大卒年齢

である22歳 か ら、雇用動 向調査に お いて最 も人 数 が多 い 5 5～5 9歳 階層 の中 央とな る5 7歳ま で勤

続 した場合の年数（＝35年）と仮定。
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３. 調査結果（２）自助の観点：仕事と介護の両立支援（ビジネスケアラー支援）

3.1 従業員の介護リスクに係る経済損失の推計
•高齢化の進行に伴い、日本全体でビジネスケアラー（仕事をしながら家族の介護に従事する者）の数が増加。介護離職者は毎

2030年における経済損失（億円）の推計

年約10万人であり、2030年には、ケアラーのうち約4割（約318万人）がビジネスケアラーになる見込み。
•仕事と介護に関する問題の顕在化が進むと予想される中、2030年には経済損失が約9.1兆円となる見込み。
内訳を見ると、仕事と介護の両立困難による労働生産性損失が占める割合が極めて大きい。

家族介護者・ビジネスケアラー・介護離職者の人数の推

移

令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業

（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査) 8



出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）中位推計」及び総務省統計局「就業構造基本調査（平成24年度、平成29年度調査）」を基に日本総研作成

Copyright (C) 2023 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved.

• 前頁の推計を踏まえると、2020年時点の年齢階層別ケアラー人数とその経年推移を以下のように算
出できる。 • 特に、2020年時点の45～49歳は10年後に171万人（17.9％）が介護をしている状態と
なる。

３. 調査結果（２）自助の観点：仕事と介護の両立支援（ビジネスケアラー支援）
3.2 ビジネスケアラーの人数規模 推計＿推計結果から導かれる予備軍の人数

2020年時点の年齢階層別ケアラー人数推移

当該年齢階層のうち 17.9％が介
護をしている状態。
※2030年の55～59歳人口は995万人

※出所において10歳単位のデー
タ であ るた め、 5年後 の 推計は

無し。

令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業

（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査) 9

令和４年度ヘルスケアサービス社会実装事業

（サステナブルな高齢化社会の実現に向けた調査)
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03
ワークサポート

ケアマネジャー

とは？
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03 ワークサポートケアマネジャーとは？

（令和６年３月時点）
（日本介護支援専門員協会ホームページより）

少子高齢化が進み労働人口が減少する昨今、介護を理由に仕事を辞めざるを得ない

、いわゆる「介護離職」が社会問題となっています。社員としては親の介護はプライ

ベートの問題で職場には相談がしづらく、企業としても介護離職対策の必要性を感じ

ていても、具体的に何をすればよいか分からない人事担当の方も多いでしょう。

ワークサポートケアマネジャーは、家族等の介護を抱えている社員等が、仕事と介

護を両立できる社会を目指し、社員等が介護をしながら意欲的に働けるようサポート

する専門職です。

日本介護支援専門員協会の認定資格で、現在全国で199名のワークサポートケアマネジャーが

活動しています。
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03 ワークサポートケアマネジャーの役割

（日本介護支援専門員協会ホームページより）

• 企業等に勤務する社員等の介護問題に関する情報提供と相談支援

• 契約企業等が抱える介護離職問題への側面的支援

• 地域包括支援センターや居宅介護支援事業所当の介護関係の社会資源への紹介およびその仲介

• 社会保険労務士や産業医及びかかりつけ医と連携した社員等への介護離職予防への対応

• 介護保険制度に関するセミナー開催支援等の、企業による介護離職予防のための支援

具体的にワークサポートケアマネジャーが行う支援は、企業の要望や状況により様々で

すが、社員向けの介護離職予防セミナーの開催から、既に介護の問題を抱えている社員

の個別相談と支援など、幅広く対応します。
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